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Table 7: Principal dimensions of the model and 

full-scale structure 

模型 (1/25) （実機換算） 実 機

L 1.2 m 30.0 m 30.0 m 

B 0.8 m 20.0 m 20.0 m 

D 0.54 m 13.5 m 13.5 m 

d 0.22 m 5.5 m 5.5 m 

△ 32,936cm3 514.63m3 514.63m3 

KG 27.2 cm 6.79 m 6.48 m 

Kxx 39.9 cm 9.98 m 9.81 m 

Kyy 53.1 cm 13.28 m 12.86 m 

Kzz 59.4 cm 14.85 m (14.85 m) 

水深 166.4 cm 41.6 m 41.6 m 
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Fig. 56: Amplitudes of response functions of surge, 

heave皿 dpitch 
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Fig. 57: Amplitudes of response functions of sway, 

roll皿 dyaw 
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Fig. 58: Amplitudes of response functions of sway, 

roll iln head sea 

わち、波の方向分散性を考慮すると真の応答関数の振幅は

宵

如）＝ 1『匂(w,x)I'D(w,x)dx 
一買

で与えられる。上式より推算した値が Fig.57に一点鎖線で

示されている。ここでは方向分布関数として光易型として

Smax = 10を使用した。一方向波と仮定した場合よりも実

測値により近いことがわかる。さらに主方向が船首方向の

時の svvay,rollの応答関数の振幅を Fig.58に示す。実測値

の傾向を良く表している。

動揺シミュレーション

シミュレーションモデル 最終的なシミュレーション

方程式 (yawは考慮しない）は以下の通りである。

5 

9E(M叶加（OO））ふ＋／1 1年 (t-T)ふ(T)dT
-oo 

+Ni江 ＋Ni?丸|ふ|＋（aki十如）xi

= Fi1>(t) + Fi2>(t) + F,.W(t) 

(135) 

(136) 

ただし、 Mいは浮体の質量行列、 m1ci(oo)は付加質量行列、

I年はメモリー影響関数、 N炉及び Ni？は粘性流体力係数

行列で自由動揺試験から得られたものを使用する。 aki及び

如は静水圧及び係留ラインによる復原力係数行列、 surge
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Fig. 59: C omp叩 sonbetween measured time series 

皿 dsimulation 

及び swayに対しては自由動揺試験結果を使用する，． F；1)
は線形波力行列、 F;2)は2次の波力行列で surge,he111.ve及

び pitchのみ考慮する◇時系列を求めるためには 2次元逆

FFTが必要になるが、これは2重和を行って求めた。 Fkw

は風による荷重で、 surge及び swayのみ考慮する 41 波力に

関しては、方向分散性を仮定しなければならないが、本シ

ミュレーションの目的が、実機自由動揺試験及びポテンシャ

ル理論で得られる係数から、一方向からの波及び風による

surge及び swayの長周期運動を含む運動の時系列を安全サ

イドでシミュレートできるか、また、浮体係留システムの

安全性評価の点から何を考慮しなければならないかにあり、

ここでは、波の方向分散性を考慮しない..なお、自然環境条

件としては Fig.48を使用する。従って、波の主方向は 15° 

左舷方向であり、風向は正面である◇

運動モードとしては surge,sway, heave, roll及び pitch
を考え、 yawは無視する◇

シミュレーション結果との比較 (136)式でシミュレー

トした結果と実測結果の比較を Fig.59に示す。 SUlrge及び

swayとも長周期の遥動は両者とも良く一致しているぐこの

結果だけでは、 wavedrift dampingの影響はなさそうである

が、有義波高が 3mとかなり低いので wavedrift damping 

を考慮しなくても良いとは断言できない。この図はまた、

swayの長周期運動が乎均流方向に直角な横方向の変動風に

よって生じていることを良く表している.,Fig. 60にスペク

トル解析の結果を示す。 surge,swayともに両者ほぽ良く一

致しているが、 O.lHz付近ではシミュレーション結果が実測
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Fig. 60: C omparison of spectra of measured time 

series and simulations 

値よりも大きくなっており、これは波の方向分散性による

ものであると考えられる◇なお図中の細線、破線等は、粘

性減衰力係数として、実機の自由動揺試験結果の Cdを使用

したもの（細線）、模型の自由動揺試験結果を使用したもの

（破線）、実機 Cdを定係数として近似したもの（点線）を使

用してシミュレーションしたものである 0 それぞれによる

差はほとんど無く、定係数の Cdを使用しても良い考えられ

る。以上一方向波と仮定してもシミュレーション結果と実

機計測結果とほぼ良く一致するが、精度を向上させるには

方向波の影響を考慮しなければならないと思われる◇また、

wave drift dampingの影響については実海域では確認され

ていない．

補： wavedrift damping等の影響実機のデータ解

析では、 wavedrift damping等の影響が顕著に現れなかっ

た。この影響が、どの波の状態で有意になるか模型試験に

より検討する。

模型試験 模型試験は、当所の三鷹第二船舶試験水槽

（長さ 400m，幅 18m，水深 8m、フラップ式油圧駆動造波装

置）に於て実施した。係留ラインとしては、実機の水平面

のパネ定数とほぼ同じ 2本の線形ばねを用いた◇ばね定数

は 1.683kg/m（実機換算で 0.663ton/m)である。

長時間の不規則波を発生させるために、次のような方法

で長時間不規則波を造波した。まず、市販のランダムノイ

ズ発生器からの白色雑音信号を 24db/octの特性を有するパ

ンドパスフィルターを通して有色雑音とし、この信号を造
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Fig. 61: Wave spectra used for model experiments 

Table 8: Statistical values of irregul紅 wavesat 
”・¥ 

model experiments 

゜WAVE STATISTICAL SPECTRAL DURATION 

COND. V≪m.ce 悶 T” 両 4呂 TOl TIME 

No. 似） (s紀） ぼ） (m) 佃） (honr) 

1 0厖21 1.954 7．蒻8 0.2396 1.9蒻 8.038 2.84 

（O．暉24)(0.1366) (2．簡6)(0.00172) (0.1369) (2.126) (0.75) 

2 0氾11 1.869 6.562 0．磁 1.952 6.628 2．糾

(O血 13)(0.1307) (1.'/35) (0.00116) (0.1365) (1.753) (0.75) 

3 0．細 1.957 5.477 0.2568 2.027 5.606 2.84 

(0．暉22) (0.1368) (1.M8) (0.00126) (0.1417) (1,482) (0.75) 

4 ・o珈 7 2.219 5.OO6 0.3104 2.229 5.045 5.67 

(0．暉49) (0.1552) (1.324) (0.00152) (0.1559) (1.334) (1.5) 
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波機駆動用信号として造波した。造波した不規則波はバン

ドパスフィルターの中心周波数が、 0.4,0.5,0.6及び 0.7Hz 
の4種類、造波時間は 0.7Hzの場合が 90分間で、その他が

45分間である。 不規則波中の試験時における波との出会

角は総て 180゚ の正面波だけである。今回の模型試験に使

用した4種類の不規則波のスペクトルを Fig.61に、それぞ

れの波の統計量を Table8に示す。

波浪中に於ける長周期運動の流体力係数の変化の推
定 次のような方法で、波浪中における長周期運動時の流

体力係数の変化を定量的に調べる。

まず、前後揺れの2次の応答関数を G2、定常及び変動漂

流力の応答関数を G{、外力に対する浮体の応答関数を HL
と置き、瞬時々の波エネルギー((t)2に対する長周期運動の

応答関数A(w)を導入する◇

A（り） ＝ 

＝ 

Sxく2/S(2 

J坂(w-v)S心）G2(w-11, v)dv 

f S((w -11)坂（v)dv
(137) 

ここで、 Sエく2はぐと前後揺れのとのクロススペクトル、 Sく2

は(2のオートスペクトルである◇もし G｛に Newman近似

が適用できるのであれば、波浪中に於ける外力に対する長

•-180L 

゜
0.05 〈

3

周期運動の応答関数 HLは次式で表される。

HL = A(w)/A(O) 

0.1 

Fig. 62: Linearized transfer function of surge to ex-

ternal forces 

(138) 

Fig. 62に (138)式の関係式から求めた HLと静水中自由動

揺実験から得られる付加質量と等価線形減衰力から求めた

打L

- K 
HL= 

[K-(M +mu)研 ＋ 如N畠
(139) 

との比較を示す。図中の細線等は HLの結果、実線は打Lの

結果を表している。なお、 Hiの推定に使用したA(O)の値

は、次のようにして求めた。

2 

A(O) 吹

KF  
一:;(2) {140) 

この図から HLt辺五と傾向的には良く一致するが、長周

期運動時の値は静水中自由動揺時の値に対して固有周期が

長周期側にづれ、減衰力が大きくなっていることが判る。そ

こで、定量的に波浪中に於ける長周期運動の流体力の変化

を調べるため、 Fig.62の HLが (138)式と等価であると仮

定し、最小自乗近似法によって mnとNi1を求めた。その

結果を Table9に示す。この表から、明らかに波浪中の減

衰力増加が生じていることが判る◇その量は、静水中の値

の1.6~ 1.7倍である。また、見かけ質量が 10％程度減少

することも判る◇
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Ta.ble 9: Comp叫 sonof hydrodynamic coefficients in 

still wa.te~ a.nd in slow drift oscillation 
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Fig. 63: Comparison of simulated surge spectra and 

experimental ones 

シミュレーション結果と模型実験結果の比較各

Wave Conditionに対する surgeのシミュレーション時系

列のスペクトルと計測スペクトルの比較を Fig.63,に示す。

なお、計算の刻み幅は計測データのサンプリング時間と同

じにした。この図から wavedrift damping等の影響は、波

高にも依存するが、波スペクトルのピーク周波数にも依存

することがわかる。つまり、波スペクトルのピーク周波数が

高くなると長周期運動が波周期の運動に比べて顕著になり、

wave drift damping等の影響が大きくなるが、長周期運動

があまり卓越しなければその影響は無視できる。実機の場合

は、有義波周期が 7secであり、 wavecondition 2に近いの

で、 wavedrift damping等の影響が大きく現れなかった◇

3.7 係留カ

係留浮体システムに働く最大係留力を精度良く推定する

ことは、設計上最も重要なテーマである◇したがって、．係留

システムの張力特性については従来から多くの理論的・実

験的研究がなされている。特に、深海域用の係留として用

いられる索・鎖の係留ラインに対しては、ラインの動揺に

よって生じる流体力等の動的影響を考慮した張力の推定法

や張力が浮体の運動に及ぼす影響など数多く研究が行われ

ているが、実海域で計測された実機データを用いて行った

考察例はほとんどない◇そこで、以下にポセイドン号によ

Anchor 

/ 

-• h(t)~ 

Fig. 65: Mooring system 

り取得されたデータを基に係留ラインに働く張力特性につ

いて考察する。

実機の係留力の時系列シミュレーション まず、実測値

を用いて時系列シミュレーションを行い、計測された張力と

比較することで調査する◇シミュレーション手法としては、

係留ラインに働く流体力として、付加質量及び抗力を考慮

して動的張力を計算する場合、普通ランプドマス法等の数

値計算法が使用される。しかし、この方法は非常に長い計算

時間を必要とし、実用的ではない [45]。係留ラインの動的

影響を考慮した簡易計算法として小寺山 [46]、島田等 [47]

及び著者等 [48]の方法がある。（以後単に簡易計算法と呼

ぶ）なお、 Fig.64に係留ラインの配置を、また Fig.65に張

力計の設置状況を示す。ここではまず、静的カテナリー理論

及び簡易計算法によって時系列シミュレーションを試みる。

次にその計算法の改良を小寺山等が示した方法にて行う。

静的カテナリー理論によるシミュレーション まず、

係留点の運動の時系列により、係留点とアンカー点との水
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No.4 mooring point 

平距離 h(t)及び垂直距離v(t)の時系列を求める。これらの

値及び係留ラインの長さと単位長さ当たりの水中重量から

静的カテナリー理論により時々刻々の張力が計算される◇こ

うして求めた張力の時系列を長周期成分（周期40秒以上）

と短周期成分 (40秒以下）に分離し、実測された時系列

のそれぞれと比較した。その結果、長周期成分は静的カテ

ナリー計算で十分精度良くシミュレートできるが、短周期・

成分は実測値と一致せず、位相ずれがあり、実測値には係留

ラインの動的影響が含まれる可能性がある。

簡易計算法によるシミュレーション 簡易計算法と

は、係留ラインの運動を微小振幅の準静的運動と仮定して

係留ラインに働く流体力や慣性力を求めるもので、張力は

次のように表される◇

‘”.....,.... し．し．し、

T(t) = ✓巧(t) ＋ T3(t) （141) 

Th(t) = Ahhh(t) + Ahvii(t) 

+ Bhhh(t)lh(t)I + Eh"v(t)lv(t)I 

+ chhh(t) + ch凶 (t)+ Dh {142) 

Tv(t) = Aふ(t)+ Avvv(t) 

+ Bvhh(t)jh(t)I + B"＂v(t)lv(t)I 

+ C咋 h(t)+ Cvvv(t) + Dv (143) 

上式の右辺第 1, 2項は憤性力の項、第 3,4項は抗力成分

の項、第5,6項は復原力、第7項は定常力を表す。各微係

数Ai,Bi,Ciは準静的計算、すなわち、係留点での微小変位

による係留ライン各点での変位を静的に求め、それに流体

の付加質量係数及び抗力係数を乗じ係留ラインにそって積

分する。こうして水平及び垂直方向の微小変位による水平

及び垂直方向の張力の微係数が得られる。なお、係留ライ

ンに対し法線方向及び接線方向の質量力係数を 1.87、抗力
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Fig. 67: Measured No.4 line tension 

係数をそれぞれの方向にたいし 2.20、0.27とした 0 これら

の値は安藤 [49]による水槽試験結果を参考にして決めた◇

この方法によるシミュレーションの結果について長周期

成分、短周期成分に分離し、実測値と比較した。 Fig.67に

計測値、 Fig.68に計算値を示す。この場合、静的カテナリー

計算の場合と同様に長周期成分力に関して両者は良く一致

するが、短周期成分力に関しては位相は一致しているが、振

幅は小さい。そこで、上記方法の改良を試みる。 (142)及び

(143)式の係数 A,,B,,C,はh(t)の平均値、 v(t)の平均値、

係留ラインの初期長さ、単位当たりの水中重量等で決まる

定数として取り扱われている。しかし、 h(t)は浮体の長周

期運動の影響で、長周期の変動に波周期の変動が重ね合わ

されたものになっているため、微係数を定数として取り扱

うのは無理があるように思われる。そこで、 h(t)を長周期

成分位(t)と短周期成分 hs(t)に分離し、 h(t)の長周期成

分と 1v(t)の平均値万に応じて微係数を時々刻々求めることに

する、》、すなわち (142)式及び (143)式を以下のように修正

する、9

Th(t) = Ahh(hL(t)，可）hs(t)+ Ah;(hL(t)，可）v(t)

+Bhh(hL(t)，可）hs(t)lhs(t)I+ Bhv(hL(t)，万）v(t)Iり(t)I

+chh(hL(t), v)h(t) + Chv(hL(t)，そi)v(t)+ Dh(hL(t)) 

(144) 

Tv(t) = Avh(hL(t)，万）h(t)+ Avv(hL(t)，万）v(t)

+Bvh(hL(t)，万）ん(t)lh(t)I+ Bvv(hL(t)，可）v(t)lv(t)I

+cvh(hL(t)，そi)h(t)+ Cvv(hL(t)，万）v(t)+ Dv(hL(t)) 

{145) 
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Fig. 68: N o.4 H ine tension simulated by approximate 

calculation method 

上記表現が可能であるためには h(t)が長周期成分位(t)と

短周期成分ん(t)に分離できることが必要であるが、 Fig.71 

に示すように h(t)は周期 15秒から 40秒の間でほとんど

有意なパワーを持たないため、十分に分離可能である 0 本

計算では分離周期を 40秒とした。微係数を時々刻々求め

る方法として、始めに加の変動範囲を考應して 10数点計

算しておき、それを使用して時々刻々補間して求めた。

こうして求めた張力の時系列の結果を Fig.69に示す。実

測結果である Fig.67と比較すると両者は非常に良く一致

する。

変動張力のスペクトル 前節において改良された簡易

計算法 (MAM)の結果と実測値は良く一致することが確か

められた◇このことは、計算法の妥当性と同時にポセイド

ン号の運動及び張力が精度良く計測されていることを意味

している。そこで、以下において、変動張力に対し係留ラ

インの動的効果及び浮体の長周期運動がどのように影響す

るかをスペクトル解析及び統計解析を行って調べることに

する。対象とするデータは 1989年 11月 19 EIに計測

された 3時間の連続データである。このときの有義波高は

約 4.5mであった。まず、長周期運動が張力にどのような影

響を及ぼすかを調べるために、 h(t)から長周期成分を除い

た如(t)とv(t)を用いて、静的計算、単純簡易法による動

的計算及び改良された簡易法によるシミュレーションを行っ

た。 Fig.70はその結果を示す。この図から長周期遍動がな

くなると短周期の変動張力の振幅も若干小さくなることが

わかる。 Fig.71はシミュレーション結果も含めた変動張力

(b) low £coquoncy co"'ponont 

SO 9 9 9 000 

.... 00 “.＆綽一〇． 00

(C) h:I.oh 2亡0quonc，， c。"'p〇n"nt
eo ̀’̀ ooe 

Fig. 69: No.4 line tension simulated by modified 

approximate calculation method 
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10而n.O 5
 

IOmin. 

Fig. 70: Ti ime series of measured and simulated ten-

s10ns 
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Fig. 71: Spectra of h(t), v(t) and No.4 line tension 

のスペクトルを示す。この図から以下のことがわかる◇

{1)動的計算による結果と実測値は、長周期成分、短周期

成分ともに良く一致する◇

{2)水平距離変動 h(t)の長周期成分は短周期成分とほぼ同

等のパワーを有しているが、張力の長周期成分のパワー

は短周期成分のそれより小さい。

(3) しかし、静的計算ではそれらは同等である◇

{4)長周期成分を除いた計算では短周期成分のパワーも若

干小さくなる。

4
 確率論的方法では、 Cartwright-Longuet-Higgins[31]が

線形応答についての極値の確率密度を求める式を誘導し、応

答の分散と応答スペクトルのバンド幅パラメータによって

確率密度が表せることを示している◇従って、線形応答の

場合は、入射波に対する応答の周波数応答関数さえ求まれ

ば、極値の各種統計量は求められる。しかしながら、長周

期運動のような波に対する 2次の非線形応答を含む場合に

はこの方法は適用できず、過小評価することが知られてい

る [50]。このような 2次の非線形応答の予測の問題に対し、

最初に確率予測法を適用したのは Neal(51]である◇彼は

Kacぷ gert[52]が電気工学の分野で開発した方法を使用し

てその応答の特性関数の closedform solutionを見いだし

た。 Kac-Siegertが開発した理論は、応答過程が任意の正規

過程を入力とする 2項までのボルテラ汎関数級数で表され

るとすると、応答過程は標準正規型確率変数列の 2次形式

の和で表されることに基づいている。従って、 2次形式の

和で表される応答過程の特性関数を求める問題は、積分方

程式の固有値及び固有関数を求める問題に帰着できる◇特

性関数と確率密度関数はフーリエ変換対を成すため、 Neal

の方法は有用であるが、しかし、そのままでは解析的に求

めることができないはかりか、数値的にも、複素変数の平

方根を含む積分を有するために評価できない◇

Naess [53,54,55]は長周期応答の確率予測の問題に対し、

slow drift approximationを導入した◇すなわち、 2次の波

カの QTFに対し 2成分波の和の周波数応答を無視すると、

特性関数を求める積分方程式の固有値は 2重固有値となり、

応答の確率密度関数は、レイリー過程列の自乗和で表され

ることを示した。しかしながら、この方法では線形応答を

無視しておりそのままでは使用することはできない◇

Vinje [56,57]及び日根野 [58]はキュムラントの Taylor

展開から、線形応答が2次の長周期応答に比べて大きい場
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合の応答及び極値の確率密度関数を求めている。この方法

は、基本的にはガウス分布を基底として確率分布を展開す

る Gr.am•Charlier 展開と等価であり、もし有限項で打ち切

ると負の確率密度が発生する等物理的に不合理である。

Wi,nterstein [59,60]は、確率密度関数を展開するのでは

なく、確率変数を理想確率変数（正規確率変数）で展開する

方法によって非線形応答の確率密度関数及び極値予測を行う

方法を開発している。この方法は、一般に Wiener.Hermite

展開と呼ばれるものの 3項までで打ち切ったものに対応す

る。応答自身の統計量は既知であるが、応答が多変数の入

カの非線形相互作用で起こっている場合に有効な手法であ

ると言われている。しかしながら、応答自身を現象とはまっ

たく異なる理想確率変数（正規確率変数．）で表すために、入

力と出力の関係がまったく判らないため完全な予測理論で

はない。つまり、応答自身の統計量をある程度シミュレー

ション等から見いださなければならない。

一方、著者の一人 [61]は、線形応答と長周期の 2次の応

答を含む全2次応答の確率予測に関し、ガンマ分布近似法

を提案した。この方法は、純2次応答や弱非線形応答を仮

定しない一般の場合に適用できるもので、ガンマ分布を基

底とする確率分布関数の Lag-uerre展開と等価である。この

級数は Gram•Charli er展開と比べて一様収束性が保証され

ていること、負の確率密度が発生しないこと等がこの方法

の優れている点である。この方法の有効性を木下 [62]らは、

模型実験との比較から示している .. 

また、極値統計量を推定するためには応答変位及び応答

速度の結合確率密度関数を必要とする。これを求めること

は非常に難しくさまざまな近似がなされる。しかしながら、

応答速度と応答変位は独立であると仮定して求める手法が、

工学的には良く用いられる。

まず、本章では外力に対する係留浮体の一般の 2次の非

線形応答の理論をおさらいし、極値統計予測法についてま

とめぶつぎに、ガンマ分布近似法を波と風がある場合の

応答予測理論に拡張し、その予測結果と実海域による実機

デークとの比較から非線形応答の極値予測法を検討する .. 

最後に、係留力の統計予測に関しては、先のシミュレー

ションのところで示したように、変動張力が、多変数の入

力成分から決定されることから、 Wintersteinの予測法を試

みる .. 

4.1 係留浮体の全 2次応答の確率密度関数

の推定

(1)厳密理論 入射波が、ゼロ平均のガウス確率過程とす

るとき構造物の非線形応答は入射波の 2次のオーダーまで

考應するとつぎのような 2項ボルテラ級数で展開される。

X(t) = x<1) + x<2) (146) 

ここで、右辺第 1項は線形項で次式で与えられる◇

砂＝／釘(r)((t-r)d?" (147) 
7' 

また、右辺第2項は 2次の非線形応答を表し次式で与えら

れる。l

砂＝／j釦 (T1，乃）（（t-n)（（t -乃）dr1・d乃 (148)
T 乃
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(147)及び {148)式中の((t)は、ゼロ平均ガウス確率過程で

ある水面上昇量を表す。核関数 g1は線形インバルス応答関

数であり、核関数 g2は、線形インパルス応答関数の類似か

ら2次のインパルス応答関数と呼ばれる。

これらのインパルス応答関数が連続で絶対可積分である

と仮定すれば、フーリエ変換が可能であり、前の章で示し

たようなフーリエ変換対を持つ。

Kac -Siegertに従うと 2次までの非線形応答 X は、つ

ぎのように、同一の確率分布に従う確率変数 {wi}の2次

形式の和で表示可能である。

00 00 
X(t)＝こc3兄 (t)＋こ入j町(t)

j j 

I-OOOO叱（国(w)如＝｛； ］ ； ： 

(149) 

ここで、 Wjは標準正規型確率変数列（ゼロ平均、分散 1で

互いに独立）である。入j は、つぎの積分方程式

IOOK(W心）い ） ら ＝ ＂ j{w1) {150) 
-00 

を満たす固有値であり、 Ciは、線形応答を表すパラメーター

で、次式から求められる。

Cj = /OOGl（叫謬加） （151) 
-00 

ここで、＊は複素共役を意味し、 Sくは two-sided型の波ス

ペクトルである。方程式 {150)の重jは、次式を満たす直交

固有関数列である。

(152) 

また、核関数K(w11w2)は次式で定義され、 Hermitie性を

有する。

K(w1,w2) = /坂(W1)坂（四）G2(w1,w2) (153) 

固有値入jとパラメータ Cjが既知のとき、確率密度関数は

次式で与えられる。

1 
oo 

PX（の） ＝-f; 1_: exp(-ixs)t/>x(s)ds (154) 
-oo 

ここで、 ¢xは特性関数を表し次式で与えられる。

oo 1 2 2 

<px(s) = IT C • S 

exp[- 3 

i=1三 2(1-2的 s)
] (155) 

(154)式から、平均、分散及び高次キュムラント等の統計

量は

k1 ＝X = E[X(t)] = E 入j

k2 ＝咋＝ E cj + 2 E 碍＝叶＋吐 (156)

km = L 2m-1(m -1)！入『＋ Em！入「―2号
for・m 2:: 3 

で与えられる。 Kac-Siegert [52]とNeal[51]は式 (154)式

で表される確率密度関数は closedformで与えられず、数値

計算が必要であると結論づけている。これは確かに事実であ

るが、特殊な近似が成り立つ場合には closedform solution 

が存在し得る場合がある。

(2) NAESSの近似 Naess [53,54,55]は係留浮体の長

周期運動では、 2次応答の内2成分波の和の周波数成分が差

の周波数成分に比べて非常に小さいことから、つぎの slow

drift approximationを導入した。

G2(w1,w2) = 0 as w1 ・W2 > 0 

つまり

K(w1池 2)= 0 for 叫 •W2 > 0 (157) 

この時、積分方程式 {150)は、

J.00 K(w1,w2)q K(w1，吟）飢（四）血12=入直j（切） for w1こ0

o (158) 

固有値は、

’” ... '-'-でヽ

入2た 1=入2j＝ふ
となるので、これは2重固有値問題である。固有関数は、

叫 (w)=｛的(W)
古町(w)

鯰（w)= { ~-砂(W) ： : ： t 
六釘(w) , w < 0 

となるので、 W2た 1とW2;はHilbert変換対になり

的（t)＝ふ乙石元
はレイリー過程である。もし、線形応答が2次の応答に比べ

て小さければ、 Cj三 0であり、また有限固有値であると仮定

すれば、純2次応答の確率密度関数はつぎのように closed

formで与えられる◇

麟 exp（一却

px（x)= {:贔疇）

、̀,＇’や
J
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ー、.＇``
N
H切＝
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, X ~ 0 

,xく 0

(159) 

(160) 

(161) 

(162) 

(163) 

であり、 固有値はつぎのように正と負の 2つのグループ

に分けられる。（入ゎj= 1, ・ ・ ・, M, for入j> 0と入;,j= 

M + 1, ・ ・ ・, N, for入jく 0)

(3)近似理論

(i) Gram-Charlier展開法 もし、応答過程が弱非線

形であれば、応答の瞬時値確率密度関数は、 Gram。 Charlier

展開（展開第一項が正規確率密度関数）で表される。これ

について簡単に紹介しよう。

もし、固有値入jがバラメータ Cjに比べてかなり小さけ

れば、 X はガウス分布に近づく事が予想される。そこで、

X-E[X]をZで置き換え次式で定義される誤差PE(z)を導

入すると

PE(z) = px(z) -N(O, <Tら） （164) 



で表される。ここで、 N(O,o-Jc)はゼロ平均、分散咋をも

つ正規密度関数である。もし、 P€を重み関数 {w(z)hn(z)}

を持つ直交関数族で展開すれば、それはつぎのように表さ

れる。 OO 

釦 (z)＝こ叫n(z)w(z) (165) 

n=l 

ここで、

知＝ JOO妬(z)p"(z)dz
-00 

{166) 

w(z)が正規確率密度関数である場合は、良く知られたよ

うに妬(z)はHermite多項式で表される。 Hermite多項式

の性質から、最終的に応答 Xの確率密度関数はつぎの展開

形で与えられる。

00 -

l bn 
px(x) ~ ~[1+ > の一ア． の一了——Hn{ — }exp(-~)] 

211"<JX L-'L.J_ n!(Jn ox 2(J＆ 
X 

n=3 

(167) 

これは、 Gram-Charli er展開と呼ばれ統計学ではしばしば

現れる。この式の中のしは高次モーメントを表し、

bn = E[(x一了）n］ for n 23 (168) 

で与えられる。また、これらは周波数領域の積分形でも与

えられる。この方法は、高次モーメントを求めれば応答の

確率密度関数がただちに求められる点で利点があるが、こ

の展開級数は常に収束するとはかぎらずまた、有限項で打

ち切ると負の確率密度が生じる可能性があるので注意が必

要である。負の確率密度が生じる事は物理的に考えて不合

理である。

(ii)ガンマ分布近似 もし、固有値の数が有限であると

すれば、 (149)式から応答 X(t)は次の 2つの確率過程に分

離できる。

X(t) = Z1 + Z2 (169) 

....... .::.::で‘

Z1 = fいWi凸 wJ) (110) 

i=1 

Z2 = tいWj凸 W]） （171) 

i=M+1 

このとき、確率過程 Z1とZ2は互いに独立である (e.g.Pa-

poulis (63])。もし、時間を固定し、 Cj三 0であれば、 Z1は常

に正の値をとる確率変数になり、一方 Z2は常に負である確率

変数になる。この場合、連続確率分布の近似理論により Z1 と—

Z2は、一般化 Laguerre多項式の級数で展開できることが数

学的に証明される [64]◇この級数の初項は2パラメータを持

つガンマ pdfである◇例えば、もし Y= 入1Wl+··•十心w;
とおき、入;> O(i = 1，・・・，n)を考えると、 Yのpdfは次の

ような一様収束する級数で表される◇

oo 
ll 

py（x) = P-r（の，20;-）［1+ (f-1) の
i)[l + LB心（百）］ （172) 

k=l 

ここで、 P-rは 2バラメータ (0とu)をもつガンマ pdfであ
（り

ふ LKアは一般化 Laguer代多項式であり、 BkはLaguerre

多項式の直交性から決定される係数を表す。 パラメータ0
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とッは未知であるので、これらを係数 BiとB2が0となるよ

うに決定すれば、 P-rはpyに対する 2次の近似解を与える◇

つまり、 pyの1次及び2次モーメントはp-,のそれと一致す

る。同様の近似が Cj;# 0の場合にも適用される。 (170)式

のZ1を次のように変換すれば

Yi= Z1十こ元＝こ因

Vj = W; + Cj 
2入j

(173) 

(173)式は Cj= 0の場合と同じように正規確率変数の 2次

形式の形を取る。ただし、 E[V;(t)]= -:l& :/; 0である。この
2入j

とき、 Vl(t)のpdfは非心X2pdfとなり、 Vjは互いに独立で

ある。従って、 Yのpdfは非心X2pdfの級数形で表される。

非心x:2pdfは一般化 Laguerre多項式でも表されるので、 Y

のpdJ「はまたガンマ pdfを初項とする一般化 Laguerre多項

式の級数で (172)式のように表される。しかしながら、 1次

と2次応答間の統計的相互干渉は、 3次以上の高次モーメ

ントで起こる ((156)式参照）。それゆえ、 2次までの pdf

の近似では不十分である心そこで、 2次までの pdfの近似

を少なくとも 3次まで拡張する必要がある。まず、次のよ

うな 3バラメータ (0,v,fJ)を有するガンマ pdfを考える。

v 1 
1IT(X,6,20; -）＝ 

2 I - (20)v/zr(v /2) 
(X _ 6) v/2-1 

X-6 
exp(----）び（の一 fJ) (174) 

20 

ここで、び（エー 6)は階段関数であり、次の関係を満たす。

び(x-b)={ ~ :~! (175 
〇の<6 

） 

0はガンマ pdfの母数、 vは自由度を表す。

対応する特性関数 (cf)は

1 
も(u,fJ,20;v/2)= ~exp(i紐） （176) 

(1 -2i伽）v/2

と表される。 Z1のキュムラント母関数とガンマ pdfに従

う確率変数のキュムラント母関数の差をとり、

△三 log<p z1 -logも

1 M 

= -½ Llog(l -2叩）＋生log(l-2恥）
j=1 2 

M 2 2 

―こ伊
2(1 -2i入iu)

-io1 u 

j=l 

{177) 

切＝母栢「を代入すれば、

M 

△三一江log[l-2（入斤仇l]

j=l 

＋ 
M-v1 

2 
log(l + 2絞 1)

M 2 

+ t:J-[ ] 
2 L{l -2（入j-01)＆｝（1 + 20ふ）

j=l 

01{1 

(1 + 20ふ）
(178) 
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を得る。もし、釘が 2佑＞ max入;(j=l,・・・,M)を満た
すように取られるとすれば、すべての0に対し、

12（入j- 01)6)1 :s; 120161 :s; 1 

を満足する◇それゆえ、△は 2釘もに関し一様収束するべき
級数に展開できる◇

△ = （こ入j→101-~1)6 

+ (戸-2I:入必＋詞＋こ芍＋叩1)(;

＋ ［栂:入}-3I:机＋3こ入Jof→1oi!）

- 4(}訊＋こ詞— 2Lc拓］ff
+ 0({20ふ｝り (179)

上式右辺第 1、2、3項を消去するように01,v1，ふを決め

れば、各パラメータは

01 = 4}:羽＋3E知］
4}:刈＋2}:c;

ふ＝こ入jー
(2E碍＋E合）2

4E刈＋3E入吋
(180) 

2(2こ碍＋Lc;)3 
l/1 = 

(4}:刈＋3こ入］号）2

と決定される,,Naessによって導入された slowdrift ap-
proximationを導入すると、各パラメータはそれぞれ、

ぶ＝ 281

ii1 = 2v1 
01 = 01 

(181) 

(182) 

(183) 

となる。すなわち、 Z1のpdfの近似解は次式で与えられる。

丘 (X)＝Pん（X,ぶ，砧；vi/2) (184) 

この解は、 3次までのモーメントが厳密解に一致するので、

PZ1の3次近似解である。

厳密解は以下に示すように、一般化 Laguerre多項式の級
数形で表される¢

(179)式から、 Z1の特性関数は次式で表される◇

oo 

妬1
”~  

＝妬(U,61,20心／2)exp[LAぷ］
n=4 

oo 

＝妬こ叩f
k=O 

ここで、 Bo= 1, B1 = B2 = BJ = 0を課す◇

次の関係式を用いると

1(185) 

8k 

一80k 
も＝ 1/1伍＋ 2）・・・(v1+ 2k -2)ffも 1(186) 

1 

00 

鯰 ＝E Bk が
i1伍＋ 2).・・ (v1+ 2k -2) 80f 

--=-¢7 (187) 
k=0 l 

となる。右辺の偏微分は

炉 (-1)ゾ 1U OO 2直？炉＿s 砂＋k-1

町＝附（町2)f.e 戸 (e の）心

(188) 
のような積分形で表される。これを Laguerre陪多項式

ezx―°'d,. 
Lや(x)＝―ー(e―エ”,.+01) (189) 

r! んが

（ただし、 a>-1, r = 0,1,2,・ ・・） を使用して書き直すと

8k 
も＝

(-1)K OO S - 61 
可 附（研） J,l k!exp（一可―)

（二~ti/2-1 L~fl1/2-l）（二）eius#
201 

） 
201, d01 

{190) 

が導かれる◇結局 Z1のpdfの厳密解は次のようになる。

oo 

圧＝ p-y(x,61, 20心／2)(1+こ恥{-1),.k!r伍／2)

k=4 
奸r伍／2+k) 

X Lk (vif2-l)1Xーぶ
(---

201 
）］ (191) 

展開係数は、

ik れ／2-1)1~ ぶ恥＝一与E[Li (--
(-1) 釘

)] (192) 

となる 0 4次以上のモーメントが必要である場合には (191)
式を使用すればよい。次に、ーZ2のpdfも同様に

Pz2(x) !:::: P-r(x,も， 2む；み／2) (193) 

と近似できる・◇

この結果は、全2次応答過程X(t)が、 3パラメータを有

するガンマ分布に従う 2つの独立な確率変数の差で近似で

きることを意味している。したがって、畳み込み積分から

全2次応答過程の近似 pdfは次式で与えられる。

PX（x) = 

応，も；ぷ，ら）J。°°(z十エーぶ＋あ）ftt/2-1

z"2/2-1e―oz dz exp(-＝ム五と261) 

forのこふー 62

応，も；ぷ， 82)J。OOに一 x+ ぷ—あ）＂2/2-1

h/2-1 -az z''1P-1 e-az dz exp( ←ふ＋8？
~) 

for x < 61 -62 

ただし、

1 
!(01，約；ふ，b2)= 

(2む）研(2あ）ft2/2r伍 l珈（み／2)

1 1 
a =—+ -201. 2；；2 

である。上式の被積分関数は多価関数であるが、 Cauchyの

主値積分を利用すれば数値的に処理することができる◇



ガウス分布への収束について もし、固有値入jが cj

に比べて非常に小さい場合、すなわち 2次の応答よりも 1

次（線形）応答が大きい場合には明らかに応答過程 X(t)は

正規過程に近づく◇この事実を本近似法でも説明できるか

どうか以下に調べる◇

（ 180)式から、標準偏差心と平均Xを固定すると

(}1= 上
屈

ぶ＝ア—五(IX
(194) 

の関係が得られる。すなわち、ガンマ pdfのパラメータは

互いに独立ではなく、一つだけが独立である。そこで、 ii1

（ガンマ pdfの自由度）を独立変数とし、確率変数のを zで

置き換え、

x-X 
z= 

6x 

n = il/2と置けば、ガンマ pdfは次のように書き直される。

研）＝｛戸［汀ふ？〗］に：：笠
_-¢ 

入j< 1かつ n→ OOのときの上式の漸近挙動を調べる◇

Stirlingの公式

r(z + 1) ~ ~zz+l/2ご as z→ OO 

に注意し、 log(l+ u)の Iu|< 1に対する Taylor展開

1 
log(l+u)=u- —+ o（記）

加 2

を使用すると logp-yは次のように表される。

logp,, 
1 1 2 

= -log,J'ii+{——+—+ • • •} --z 
4n2'3が 2

3 2 

＋ 
z・,  z 

＋ 
z 

―-（- -．．． 
3ぷぷ 2n

+ ・ ・ ・) + o(l) (195) 

もし、 n→ 00であれば

すなわち、

z 2 z 
logp-y ~ -log、百―—+ 0（一）

2 I -'fa 

2 1 ,  z 
P;,~―exp(-7) as n→ oo (196) 

年 2

を得る。これは、 nが十分大きいときは、 P;は正規分布に

漸近することを意味している◇

しかし、 tailでの正規分布への漸近の速さは緩やかで、

lzl < foの範囲に対してのみに適用されることに注意が必

要である◇

極値分布

確率過程の極大値の確率分布の予測は通常、応答過程が

狭帯域ガウス過程であるという仮定の基にレイリー分布を

使用して行われる。しかしながら、係留浮体システムの場

合には応答過程がガウス過程であるという前提条件を満足

しないためにレイリー分布を使用することはできない◇
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非線形定常応答過程の極値分布を厳密に求めるためには、

応答の変位、速度及び加速度の結合確率密度関数を必要と

する◇つまり、応答X(t)が、ある範囲 [y,y+ oy]にある場

合の単位時間当たりの極大値、極小値の数の期待値は、そ

れぞれ次式により求められる<>

E[N+（y)］＝ -6yf゚ 叫(y,0, X)dX (197) 
-oo 

E[N―(y)］ ＝ 6yIOO如 (y,o, x)dx (198) 

゜それゆえ、極大値及び極小値が (y,y+ fJy)にある確率は次

式で与えられる。

ただし、

叶(y)6y

p;(y)6y 

＝ 

＝ 

E[N+(y)] 

E[N+(-oo)] 

E[N-(y)] 

E[N一(oo)]

(199) 

(200) 

E[立 (-00)］ ＝ -IOO I゜叫(x,O，X)d紐
-OO -OO 

= E[N―(oo)] (201) 

ここで、 Pt,P；はそれぞれ極大値及び極小値の確率密度関

数であふ応答 x(t)が狭帯域スペクトルを持っている場合

には、 meanレベルアップクロスの個数と極大値の個数は等

しくなるのでpヰらの代わりに、応答変位と応答速度の結合

確率密度関数pェzから次式によりあるレベル yを超える極大

値の数の単位時間当たりの期待値を求めることができる。

1 
E[N+(Y)] = i 1_:枯l圧（正）d出

-OO 
(202) 

これより極大値の確率分布関数は

P,(y) = 1 -
E[N直）］
E[N亨）］

(203) 

で与えられ、極大値の確率密度関数は

匹 (y)= -i:{ d f。OOPxx（いx,x)xdx

初 J。OOPxx（ア，サ）idx ｝ (204) 

で与えられる。

一般に、交差するレベルを大きく取れば、たとえ応答過

程が広帯域であっても近似的に上式が用いられる。しかしな

がら、非線形応答過程の結合確率密度関数を求めることは

非常に難しい。最近、確率密度が従う運動方程式 (Fokker-
Planck方程式と言われる）から経路積分法を用いて直接計

算する方法が Naess-Johnsen [65]によって開発されている

が、実用的な方法ではない。

そこで、近似的に応答変位と応答速度は独立であるとい

う条件を課す 0 この場合、

P#（X，と）＝匹(x)・ Px（x) (20s) 

であるから極大値の確率密度関数は次式から求められる。

pp(y) = --;::-{ 
d,px(Y十X)
dy l px（X) 

},  y ~ x (206) 

また、確率分布関数は、

珈＝ 1-靡 (207)

となり、瞬時々の応答の確率密度関数のみから与えられる。
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4.3 応答の異常値統計量

応答の異常値を特徴づけるものとして以下の統計量がある。

1/n最大期待値の平均値 これは応答の極大値の母集団

分布から任意に M個取り、その極大値の内で大きい方から

M/n個取り出して平均を取ったもので次式から求められる。

oo 

百+=/  xpp(x)心 (208)

弁
1/n = 1-氏（号）（209)

極値の分布をレイリー分布に仮定したときは

1 1 
互＝吋布［一咋百＋ぷ{--Er（犀面｝］

n 2 
(210) 

00 

砂＝ ／exp(-t2)dt 

と近似できる。ただし、 Erはガウスの誤差関数、 m,oは次式

で与えられるスペクトルモーメントである。

叫＝／OOu芯 (w)血 (211)

゜
ここで、ふは応答のスペクトル密度関数である。

N波中最大値の期待値極大値N個のサンプルを母集団

分布より抽出し、その中から最大の極大値を一つ選ぶ。こ

の試行を繰り返し、その平均を N波中の最大値の期待値と

呼ぶ。これは、試行が独立であれば、次式より与えられる。

E［Xm(N)] = J.00 XmPmpdXm {.212) 
て

Pmp = NPp(xm)N-l四（エm)

時間幅T内での最大値の期待値 これは、前の極大値の

数の代わりに時間幅Tを使用したもので次式で定義される。

E[x(T)] = E[max{ぉ(t);to :5 t :5 to + T}] (213) 

ただし、極値の数と Tは次のように近似できる。

N ＝土（長＋嘉~)T (214) 

極値分布にレイリー分布を仮定すると次の良く知られた

Longuet-Higginsの漸近解がある◇

E［x(T)] ~ ✓布（ぷ＋

, (T ≫ 1) 

T 

J 
） 

q, = 21疇岳T)

ここで、 TはEulerの定数である。

{215) 

{216) 

動的信頼性からみた最大極大値の期待値 動的荷重に
対する構造物の安全性、すなわち動的信頼性は次に示すよう

に初期超過確率を理論的に算出することに集約できる。初

期条件の(0)＝x(O)= 0で確率過程の(t)が初めてある振幅

レベルふまたは一ふに達するまでの時間巧は確率変数でそ

の確率分布関数を Prf(t)とすれば、動的信頼性は

Po（ふ，ーふ） ＝ Prob{ ma.xx(t) $ふ nminの(t)こーふ

; 0 $ t $ T} = 1 -P巧 (217)

で定義される。つまり、一定時間 [O,T]において x(t)の最大

値がふよりも小さく、同時に最小値が一ふよりも大きくな

る確率で評価する。そこで、 x(t)の限界値入（ふまたは一ふ）

が十分大きいと仮定すると、 x(t)が入と交差する機会はめっ

たに起こらないので、それらを独立に発生する事象と考え、

ポアソン分布則が適用できるとする。このとき、定常過程

を考えれば、片側（極大値方向）限界入に対し、次式が得ら

れる。

Po= exp（一吋T) (218) 

ただし、吋は単位時間当たりの正勾配でレベル入を超える

交差回数の期待値である。

これは、見かたをかえると x(t)の極大値のある時間内

[to, to+T]の確率に等しくなる。従って、この確率分布関数か

ら期待値を求めることができる。つまり、ある時刻[to,to +T] 

内での最大極大値ゑ(T）の期待値は

00 
如）］＝／,¥dPo（入） （219) 

で与えられる。 もし、 NをN＝吋Tで置き換えると

N log[(l -Pp(z))"'] = N log(l 
哨T
N 

＝丑T+O（字）（220)

となる。これは、 N → 00の時、 (1-Pp)Nは exp(-v!T)

に近づくことを意味している。すなわち、 Nが十分大きい

ときは (212)と(219)は等価になる。

補足：風、波による長周期運動の非線形予測理論

•まず、波による長周期運動の確率密度関数 p(1は、ガン

マ分布近似法で求められる。

•風による長周期運動は変動風による低周波数成分力に

起因するものであり、変動風過程は準正規過程である

ことが既に判明しているので、変動風は平均 m 、分散

6の正規過程と考える。すなわち、

四 (x)=―exp {(x -m)2 /2(f2} (221) 
年 (f

この時風による長周期逼動の平均と分散は次式から推

定できる。

元＝ふ△p1HL(O)

(I; = I IHL(w)l2 s; SAp1 (w)dw 

ただし、△mは、 surge方向の変動差圧であり、 S△Pl(w) 
はそのスペクトルである。これらは、圧力係数cp= 1.3 
を用いて変動風から推定可能である。



•波による長周期運動と風による長周期運動とは独立と

考えられるので、風及び波による長周期運動の瞬時値の

確率密度関数は、次の畳み込み積分によって得られる。

研）＝fp,(zーの）四(z)dz .(222) 

•最大極大値の期待値の予測に関しては、運動応答とそ

の速度応答が独立であるという工学的にシピアーな条

件を課すと最終的に N波中での最大極大値の期待値は

(212)から求められる。

5 実海域データによる検討

5.1 長周期運動の統計解析

模型試験あるいは理論研究によると、長周期運動の分布

はガウス分布からはずれ、またその運動の最大期待値は線

形理論では予測できないと言われている。それが真実かど

うかを実測結果と比較することにより調べる。さらに変動

風によっても長周期運動が生じるが、風の影響についても

言及する。

解析の対象とした実海域のデータは、平均風向及び入射

波の主方向がほぼ船首方向と仮定できる 9時間の連続デー

タである。有義波高は約 3m、有義波周期は約 7secであっ

た。 Fig.72は、 surge及び swayの長周期運動（波周波数

成分及ぶ風の影響も含む）の瞬時値分布 (1時間）の例を

示す。図から判るように surgeの分布形状は左右非対称で

あり、破線で示すガウス分布から外れており、分布の裾が

drift方向に広がる傾向がある。図中の実線は、風、波によ

る長周期運動の非線形予測理論に基づいて求められた瞬時

値分布である。この非線形統計理論による推定結果は、実

測結果と良く一致している。これに対し swayは、 surgeほ

ど明瞭ではないが、やはりガウス分布から若干ずれる傾向

がある。分布の非対称の原因は、物理的には次のように考

えられる。

浮体からみて無限遠方に浮体を取り囲む検査面をとり、検

査面に囲まれる領域で運動量保存則を適用すると、波漂流

力は反射波の波高の自乗に比例することが示される。長周

期運動はこの漂流力の時間変化によって生じる。エネルギー

保存則から反射波のエネルギーと透過波のエネルギーの和

は入射波のエネルギーに等しい。入射波をガウス過程とす

ると、入射波の瞬時々のエネルギーはレイリー過程の自乗、

つまりガンマ過程で表される。同様に透過波のエネルギー

過程もガンマ過程で表されるが、入射波のエネルギー過程

を表すガンマ過程と比べると、大きさ及び周波数特性が異

なるために、自由度及び母数等が異なる。結局、波源流力

過程は 2つのガンマ過程の差で表され、反射波が生じると

きには、入射波のエネルギーに比べて透過波のエネルギー

が小さいために、長周期運動の瞬時値分布は、波に対して

drift方向に裾が広い非対称分布になる。

Fig. 73は、 surgeの drift方向の極値分布である。極値は、

各ピーク値ではなく、狭帯域の仮定つまり、ミーンアップク

ロス間の最大ピークを取っている◇この結果からも surgeの

長周期運動の極値分布が、線形過程から得られるレイリー分

布からずれ、非線形予測結果と良く一致することがわかる。

Fig. 74は、長周期運動を含む surge及び swayのN波中

最大極大値の期待値を示す。図の破線は、 Longuet-Higgins
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の予測結果 [1]、実線は非線形予測結果を示している。この

結果から、 surgeの最大極大値の期待値は Longuet-H1iggins 

の結果より 1.3倍くらい大きくなっていることがわかる◇こ

れに対し、非線形予測結果は、観測値のほぽ上限を与えて

いふこのように surgeの最大極大値の期待値は、線形理

論では予測できず非線形理論を用いなければならない◇

一方 swayについて、観測値は、大体 Longuet-.H1iggins 

の予測値まわりで変動しており、左舷方向の最大極大値の

期待値は、その予測値を若干上回ている◇この原因として

は、次が考えられる。

前述したように swayの長周期運動は、風が支配的であ

り、風速変動の過程は、準正規過程であることがすでに判

明している◇従って、 swayの最大極大値の期待値は、狭帯

域仮定から導かれた Longuet-Higginsの予測値とほぼ良く

一致する。しかし、長周期運動に対する波の寄与があると

surgeの時と同様に非線形影響が現れ、線形予測値である

Longuet-Higginsの結果を上回った◇左舷側の swayの最大

極大値の期待値の傾向はこのように解釈すべきである◇

このことは、波による長周期遍動に風による長周期運動

が混入すると、長周期運動のトータルな分散は増加するが、

最大極大値の期待値と標準偏差との比は、線形理論である

Longuet-Higginsの結果に近づくことになる◇これを確認す

るため、風及び波による非線形予測理論で調べた。

このようにして求めた結果が Fig.75である◇確かに、風

によって分布の非対称性が緩和され、最大極大値の期待値も

波だけによる非線形予測結果より低下し Long1tet-Higgins 

の結果に近づくことが判る◇また、本論の非線形予測理論
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結果は、シミュレーション結果の上限値を与えていること

がわかる◇これは、非線形予測理論が工学的にシピアーな

条件として応答過程とその速度過程が独立であるという仮

定から求められていることと波の方向分散性を考慮してい

ないためであり、上限値を与えていることは理にかなって

いると思われる◇従って、波による長周期運動応答が混入

しているトータル応答の最大極大値を推定する場合、本論

で示した非線形予測理論を用いる方が安全である。

係留変動張力の統計解析

変動張力は、 Fig69に見られるように強い非対称性をも

ち、また波高に対しても強い非線形性を有する現象である<>

Fig. 76は冬季のある 1ヵ月間の定時計測から得られた有義

波高と張力の有義値 (1/3最大期待値）の関係をプロットし

たものであるが、この図からも非線形性が明瞭である◇この

ような現象の統計的性質を調べるために Fig.70に示した張

カの時系列及びそれらの長周期成分、短周期成分について、

瞬時値分布、極値分布、振幅分布等の統計解析を行った。ま

た、係留点での水平方向変位 h(t)及び鉗直方向変位v(t)に

対しても同様の解析を行った..そのうち、瞬時値、極大値

及びゼロアップクロス振幅分布を Fig.77に示す◇図の上の

段から h(t)、張力の実測値、動的計算、長周期成分を除い

た動的計算、静的計算、長周期成分を除いた静的計算であ

る◇またそれぞれの統計量を Table10に示す。これらより

次のことがいえる◇

1)計測された張力は正の振本歪度と大きな標本尖度を有し

ている。

2)動的計算の結果はどの分布も実測値と良く一致している。
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Table 10: Statistical values of measured and calcu-

lated tensions 
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Fig. 77: Statistical distributions of h(t) and tensions 

しかし、静的計算の結果は実測値に比べ標準偏差が小さ

く、，標本歪度は大きく標本尖度は逆に小さい。

4)長周期運動を除いた計算では標本歪度が極端に小さくな

るとともに標本尖度が若干小さくなる。

このような現象において、 N波中の最大極大値の期待値及び

振幅分布を予測することを考える。そのためにはまず、瞬時

値分布をある統計モデルに当てはめてみる.,Fig. 78の白丸

印が実測された張力の瞬時値分布で、そのときの標本歪度

と標本尖度を用い Gram-Charlier展開、 Hermitemoment 

モデルを当てはめてみた。 Hermitemomentモデルは、確

率密度関数ではなく確率過程そのものを次のように変数変

換するものである。

3) 

ここで、 Hn（の）は Hermite多項式、 nは対象としている確

率過程、 6"はその標準偏差、 b(t)は理想確率変数であり、平

均 0、分散 1の標準正規過程である。

もし、上式を 3項で打ち切ると、係数はそれぞれ以下の

ように求められる。

3

2

ん

l

o

c

c

c

c

 

＝ 
＝ 
＝ 
＝ 

3 

n=K,6りこ几（b)
i=O 

(223) 

＝ 

(/1 + 1.5(/32 - 3) - 1)/18 

ぷ／6(l+6c3)

(1 +函＋ 6c~)―1/2

1.0 

゜

(224) 

(225) 

(226) 

(227) 

(228) 

ただし、 J丙及びんはそれぞれnの標本歪度及び標本尖度で

あふこのとき、 nの確率密度関数は、確率変数変換公式から

p(r,) = exp(-b2 /2)[✓云·,.,<1,,{l + 2c2b+3c3(b2 - 1)}r1 

{229) 

となる．実際に p(n)を求める場合は、 bに任意の値を与

え、 {229)式より確率密度を求める。それに対応するnの値
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Fig. 78: Probability densities of tensioio. 

は (223)式から求める◇このようにして求めたnの確率密

度関数が Fig.78の太実線である。 Gram-Charlier展開に

よるそれが破線、ガウス密度関数が細実線である◇図より、

Hermite momentモデルによる分布は実測値を良く表して

いる◇また、 Gram-Charlier展開による結果は、負の確率密

度が生じておりモデルとしては適切ではない。極大値、極小

値分布についても同様に、理想確率過程 bがバンド幅eを持

つとき bの極値＜の確率分布は Cartwright-Longuet-Higgins

により次式から求められる。

＜ 
2 

p(c;)dc; = （加）ー112texp（一石2)+ 1/2(1 -?/12 

¢ <（1-C2)1/2 
X c; exp(-7){l + erf[ ］］卜 (230)2/l._, ___ L,/2€ 

ここで、 c;= j,后である。なお、 nとbのパンド幅バラメー

夕cは等しいと仮定する。

このとき瞬時値分布と同様にして、確率変数の変換から

求めることができる。

解析の対象とした実海域データは、 1989年 1JL月19 

日の 3時間の連続データである。 Fig.79の上側が極小値分

布、下側が極大値分布であるが、両者とも実測の分布と良く

一致しており非対称性が良く表現されている。次に N波中

での最大極大値の期待値を予測することを考える。 Hermite

momentモデルに従う場合、正規確率過程から求められる

N波中の最大極大値の期待値知を (223)式に代入すること

により陽の形で直ちに求められる。一方 3時間の時系列を

10,20,60,120及び 180分に分割し、 N波中での最大極大値

の平均と標準偏差との比を求めたのがFig.80である。図中

には動的計算、長周期運動を除いた動的計算、静的計算の
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結果も示してある。この図より異常値に及ぽす長周期運動

の影響及び係留ラインの動的影響を見ることができる。そ

して図中の●▲●が Hermitemomentモデルから予測され

た値であるが、これはほぽ統計値の上限を与えていること

が判る。

以上により標本歪度や標本尖度の大きい現象についての

確率分布が Hermitemomentモデルで良く表されることが

判った。 Hermitemomentモデルを適用するには張力の毎

集団の歪度及び尖度を理論的に求める必要がある。これは

今後の課題である。

6 成果のまとめと

6。1 変動風と風荷重

•海上における平均流方向の変動スペクトル表示式を提

案した。この表示式には無次元スペクトルピーク周波

数と標準偏差の 2つのパラメータが存在するが、これ

らのパラメータは、海面と大気との摩擦係数によって

決められる。

•海面と大気との摩擦係数は海面の摩擦速度と一対ーに

対応する。これは、強風時には平均風速の増加ととも

に増加する。この摩擦係数の平均風速に対する増加率

は、北海で Geenaertらが計測した結果とほぼ一致す

る。この結果を利用すると新提案スペクトル内に含ま

れる無次元スペクトルピーク周波数は推定可能である。

•実測された変動風の標準偏差と海面での摩擦速度は

強風時には比例関係にある。これは混合乱流境界層の

Monin-Obukいの相似理論を支持するものである。比

例定数はほぽ 3.45であり、摩擦速度すなわち摩擦係数

から標準偏差は推定可能である。

•ある観測データにたいし、新提案スペクトル及び世界

の観測データの平均線から求めた Ochi-Shi”スペクト

ル及び既存の提案スペクトルの比較を行った結果、観

測スペクトルは、新提案スペクトル及び Ochi-Shinの

スペクトルと良く一致した。

•変動風の統計解析から、変動風は広帯域準正規過程で

近似できることが判明し、 Longuet-Higginsが提案し

た一般の極値分布形から 1/n最大期待値等の極値統計

量が推定できる。

•変動風荷重は、変動風の乱流特性を考慮して主流方向ば

かりでなく横方向の風荷重も考慮すべきである◇変動風

スペクトルとしては、一殻に良く用いられる Da11enport

あるいは日野のスペクトルではなく、今回提案したス

ペクトルあるいは Oc証 Shmのスペクトルを用いるべ

きである◇

6。2 方向波スペクトルと方向分布関数

•波の観測データから、鳥羽らが提唱する「風波の 3/

2乗則」を支持する結果が得られた。この剛に整合す

る波スペクトルは高周波数側で周波数の4 乗に比例す

る形状を持つことが理論的に示されるが、実測スペク

トルはこれを支持した◇造船の分野では、 JONSWAP

スペクトルが波スペクトルとして良く用いられるが、
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これを観測データを基に JONSWAPスペクトルを修

正したスペクトル形を新たに提案した。

0 波スペクトルのピーク周波数付近の形状は、平均的に

修正 JONSWAPスペクトルの"Y= 2に相当している。

水深波長比の減少、すなわち浅海波になるにつれて非

常に急峻な形状を呈するようになり、 "Y= 6に相当す

るケースも現れている。

•有義波高が 3m を超えるような場合は、スペクトルピー

ク周波数付近の方向分布関数の形状は比較的滑らかな

単ーのピークを有しており光易型方向分布関数でほぽ

近似できる。方向集中パラメータ sは、スペクトルピー

ク周波数付近で最大となり周波数がそれから離れるに

したがって減少する傾向にある。また、今回のデータの

周波数に対する sの変化の割合は泉宮の式に近かった。

6.3 粘性流体力及び線形流体力

• surge,swayに対する粘性抗力係数 Cdにはクーリガ

ンカーペンター数 (Kc数）に反比例する項があり、実

機ではこの項が模型よりも大きい。しかし、高Iも数域

では実機と模型では良く一致する。高 Kc数域で両者が

一致する理由は、ポセイドンが円筒形状を有している

ため剥離による影響が少なかったためと考えられる◇

• roll及び pitchの等価線形化された減衰係数は、模型

の値の方が実機の値よりも約2倍大きい。これはレイ

ノルズ数影響を表しているものと考えられる。

•線形流体力は、ポテンシャル理論に基づく 3 次元特異

点分布法により推定可能である。

6.4 定常外力による定常変位と定常傾斜

•定常風荷重は、上部構造物の圧力係数 cPを 1.3 、コラ

ム部の圧力係数（船級協会規則） Cd=0.65からほぼ

推定可能である◇

•潮流力は、生物付着影響を考應し、 Cd= 0.8として推

定可能である。ただし、ボセイドン号のように喫水が

5mと浅い場合には、吹送流による流れは考應しなく

ても良い。

0 定常波漂流力は、ポテンシャル理論に基づく漂流力と

粘性抗力に基づく粘性漂流力を考慮し、単一方向波と

して推定可能である。また、水槽試験によっても推定

可能である。

• 浮体の定常外力に対する定常変位は、係留復原力を

カテナリー理論を用いて推定すれば、予測可能である。

•風及び流れによる定常傾斜量は、模型実験によってほぼ

推定可能であるが、理論的に推定するためには揚力の

影響及び傾斜したことによる力及びモーメントレバー

の変化等について今後検討する必要がある◇

6.5 波力と動揺応答

・変動漂流力を推定するためには、定常漂流力推定と同

様に、ポテンシャル理論に基づく漂流力だけでなく粘

性に起因する粘性漂流力を考慮しなければならない◇



58 

• wave drift damping等の影響は、波高及び波スペクト

ルのピーク周波数に依存し、ピーク周波数が高周波数

側に移動し、長周期運動が波周期運動に比べて卓越す

ると、その影響が顕著に現れる。模型実験によると、

この影響が現れるのは平均波周期が 6sec以下になった

ときである。しかし、実海域実験では平均周期 7'sec前

後の時のデータしかないためこの影響の確認はできて

いない。

●線形波力及び線形応答に関しては、ポテンシャル理論

から求めた線形波カ・流体力及び粘性抗力を考慮し、

単一方向波と仮定すればほぼ推定可能である。しかし

ながら、推定精度を向上させるためには方向波の影響

を考慮すべきである◇長周期動揺についても、 2次の

波力である変動漂流力と粘性に起因する粘性瀑流力及

び変動風による長周期変動力を考慮し、単一方向波と

仮定すれば安全サイドで推定可能である。ただしこの

場合、変動風による長周期変動外力を主流方向及び横

方向に同時に考慮しなければならない◇

6.6 係留力

係留ライン働く変動張力には、短周期成分と長周期成分

が含まれる。長周期成分力は、浮体の長周期運動とカテナ

リー理論から推定可能である。短周期成分力を推定するた

めには係留ライン自身が動揺することによって生じるライ

ンに働く動的張力ばかりでなく長周期運動によってライン

が変形することによる動的張力の変化を考慮しなければな

らない。張力の短周期成分力の推定に対し、係留ラインの

動的張力及び長周期遍動の影響を考慮した簡易推算法を新

たに提案し、その有効性を示した◇また、係留ラインの動

的張力が浮体の動揺に及ぼす影響は小さく、また係留ライ

ン一本一本が変位に対し非線形な張力特性を有していても、

浮体に及ぼす係留ラインによるトータル復原力の観点から

調べると、これは変位に対しほぼ線形近似できることが実

海域自由動揺試験からわかった。

6.7 統計予測

•風及び波による長周期運動の瞬時値及び極値分布の予

測に関し、風と波は独立過程であるとの仮定の下に、

あらたに非線形予測理論を開発した。

• surgeの瞬時値分布は、明らかにガウス分布ではなく

分布の裾が波による drift方向に広がった非対称分布で

ある◇実測分布と今回提案した非線形予測法により推

定した分布を比較したところ両者は良く一致した。ま

た、たとえ正面からの風であっても横方向の変動風荷

重によって長周期 swayが生じるが、この瞬時値分布

は、ほぼ正規分布で近似でき、線形ノイズ理論から予

測可能である。

•波及び風による長周期運動の N波中の最大極大値の

期待値の予測に関し、通常良く用いられる Longuet-

Higginsによる線形予測結果は過小評価を与える。一

方、今回開発した非線形予測理論では僅かに過大評価

を与えるが、安全サイドで予測可能である。しかしな

がら、精度向上をはかるためには、方向波の影響を考

慮すべきである。

•長周期運動の瞬時値分布に関し、風は分布の非対称性

を緩和する働きがある。そのため、最大極大値の期待

値もこの効果により波だけの予測結果より低下する。

•係留ラインに働く変動張力の瞬時値分布は Hermite

momentモデルで良く表現される。このモデルと実測

データから得られた標本標準偏差、標本歪度、標本尖

度を使用して、極値分布、・極値統計量を推定した結果

は実測結果と良く一致した。今後は、これらの標本統

計値の予測法が課題である。

6.8 今後の課題

推定精度向上をはかるために、今後の課題として、

•複合定常外力中での定常傾斜の予測法

•方向波中での 2 次の波力の推定法と確率予測法

•粘性漂流力及び粘性減衰力の理論推定法

• wave drift dampingの推定法

0 係留張力のような強非線形応答の確率予測法（もっと

一般に非線形複合外力をうける非線形係留浮体システ

ムの確率応答予測法）

の開発が挙げられる。
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